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１ 指導監査のあらまし 

  

社会福祉法人及び社会福祉施設の指導監査は、社会福祉法人の適正な運営と円滑な社会福祉事

業の経営の確保を図るとともに、利用者本位の福祉サービスが提供されることにより、利用者が

安心して利用できる施設となることを目的に実施しています。 

 介護・児童・障害者(児)の施設やサービス事業者に対する実地指導等は、利用者の自立支援及

び尊厳保持を念頭に置いた支援を通じて、サービスの質の確保及び給付の適正化を図ることを目

的に実施しています。 

 また、業務管理体制について、適切に整備され、有効に機能する仕組みとなっているか定期的

に検査を実施しています。 

 なお、不適正な処遇及び不正請求等には機動的に対応するとともに、良質なサービス事業者の

育成と利用者サービスの一層の充実を図るため、施設等所管課や群馬県・高崎市等と密接な連携

を取っています。 

 令和５年度における指導監査の実施方針は別紙のとおりです。 

 

２ 指導監査の分類 

 

 指導監査課が実施する指導監査等の名称を根拠法令や実施方法から分類すると次のとおりで

す。 

 

対  象 根拠法令 
個別で定期的に

実施 

個別で特別に

実施 
集団で実施 

社会福祉法人・社会福祉施設 社会福祉法ほか 一般監査 特別監査 講習会等 

介護保険施設・介護保険サービス事業者 介護保険法 運営指導 監査 集団指導 

有料老人ホーム(サービス付き高齢者向け住

宅を含む) 

老人福祉法ほか 立入検査 立入検査 説明会等 

介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者 介護保険法 － 監査 － 

特定教育・保育施設 子ども・子育て

支援法 

実地指導 監査 集団指導 

認可外保育施設 児童福祉法ほか 立入調査 特別立入調査 － 

障害者支援施設・自立支援給付対象サービス

事業者等 

障害者総合支援

法 

実地指導 監査 集団指導 

障害児通所支援事業者等 児童福祉法 実地指導 監査 集団指導 

市立社会福祉施設 社会福祉法ほか 実地検査 － － 

介護サービス事業者・障害福祉サービス事業

者の業務管理体制 

介護保険法 

障害者総合支援

法 

児童福祉法 

一般検査 特別検査 － 

 

３ 情報公開 

 

 前橋市情報公開条例に基づく公開請求があった場合は、実地指導等結果通知及び同通知に対

して社会福祉法人等が作成した改善報告（挙証資料を含む。）について、個人情報等を除いて

公開の対象としています。 
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４ 令和５年度 指導監査実施方針 

 

令和５年度社会福祉法人及び福祉施設等指導監査実施方針 

 

第１ 基本的な考え方 

指導監査は、社会福祉法、老人福祉法、介護保険法、子ども・子育て支援

法、児童福祉法及び障害者総合支援法その他関係法令等に基づき、所管する

社会福祉法人及び福祉施設等の運営状況を確認し、利用者への適正かつ良質

な福祉サービスの提供を確保することを目的に実施する。 

また、虐待等の不適正な利用者処遇や不正請求等に対しては、関係機関と

連携して機動的に対応する。 

  
第２ 指導監査の重点項目 

本年度は、社会福祉法人及び福祉施設等の適正な事業運営の確保の観点か

ら、以下のとおり重点事項を定める。 

 １ 社会福祉法人 

  (1) 評議員会 

    運営に係る重要事項の議決機関として、社会福祉法及び定款に定める

事項を決議しているか。 

(2) 理事会 

    業務執行の決定機関として、社会福祉法及び定款に定める事項を決議

しているか。 

  (3) 適切な会計処理の徹底 

   ア 経理規程に基づく適切な会計処理がされているか。 

イ 会計責任者等による内部牽制体制が確立されているか。 

ウ 現金及び預金の管理は適切に行われているか。 

  (4) 情報公開の促進 

    社会福祉法人の業務及び財務状況等について、インターネットを活用

するなどにより自主的に公表がされているか。 

 

２ 福祉施設等 

  (1) 利用契約時の説明、同意及び書面交付 

   ア 利用者に重要事項の説明を行っているか。 

   イ 説明した内容の同意を得るとともに書面の交付を行っているか。 

  (2) サービス提供計画に基づくサービス提供 

   ア サービス提供計画に基づいたサービスが提供されているか。 

   イ 利用者の状態に応じたサービス提供計画の策定及び見直しがされて

いるか。 
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(3) 虐待の防止 

   ア 利用者等に対する施設従事者による虐待行為がないか。 

   イ 虐待防止や認知症ケアに係る研修の実施、職員に対するストレスマ

ネジメント及びメンタルヘルスケアの取組など、適切な虐待防止策を

講じているか。 

  (4) 身体拘束等の禁止 

   ア 身体拘束その他利用者の行動を制限する行為がないか。 

イ 身体拘束その他利用者の行動を制限する行為について、「切迫性」

「非代替性」及び「一時性」の三つの要件を満たしているか。 

ウ 緊急やむを得ず身体拘束等を行う場合の十分な検討、理由等が記録

されているか。 

  (5) 安全対策の徹底 

   ア 非常災害（火災、風水害、地震等）に対応する計画やマニュアルが

作成され、職員に周知されているか。防火設備の配備、消火・避難訓

練等の対策が取られているか。 

イ 事故（ヒヤリ・ハット事例を含む。）等記録の整備・活用を行う

等、事故発生の防止及び発生時の対応として適切な措置を講じている

か。 

   ウ 感染症（特に新型コロナウイルス、インフルエンザ、レジオネラ

症、食中毒、ノロウイルス）予防及び発生時の対策が徹底されている

か。 

  (6) 苦情対応の体制整備の徹底 

   ア 苦情対応の仕組みについて、利用者に周知されているか。 

   イ 利用者等からのサービスに係る苦情内容及び対応結果が定期的に公

表されているか。 

 

 ３ 適正な介護報酬、自立支援給付費等の請求 

  (1) 基準に基づく人員配置、勤務体制の確保 

   ア 従業者（資格・員数等）が適正に配置されているか。 

   イ 適切なサービス提供が行える勤務体制が確保されているか。 

  (2) 介護報酬、自立支援給付費等の算定及び取扱い 

   ア 指定基準、報酬告示等に基づく適切な算定が行われているか。 

   イ 適正な加算、減算等が算定されているか。 

   ウ 報酬改定による新たな報酬告示の要件に適合したサービスが提供さ

れているか。 

   エ 措置費及び委託費の弾力運用が適切に行われているか。 



5　実地指導等の実施状況（令和５年度）

（対象数は令和５年４月１日現在）

実地指導等
対象数①

令和５年度
実施数②

実施率
（②／①）

施設等
所管課

社会福祉法人（社会福祉協議会を含む） 60 17 28.3% 社会福祉課

介護サービス事業者 206 46 22.3% 介護保険課

指定障害福祉サービス事業者等 74 20 27.0%

指定相談支援事業者 17 2 11.8%

指定障害児通所支援事業者 28 5 17.9%

指定障害児相談支援事業者 13 1 7.7%

338 74 21.9%

2 0 0.0%

29 8 27.6%

10 3 30.0%

98 30 30.6%

31 2 6.5%

129 17 13.2%

429 100 23.3%

133 31 23.3%

875 192 21.9%

16 16 100.0%

20 20 100.0%

51 24 47.1%

1 1 100.0% こども支援課

41 34 82.9%

87 24 27.6%

216 119 55.1%

284 76 26.8%

39 10 25.6%

12 7 58.3%

1 0 0.0%

84 24 28.6%

420 117 27.9%

1,909 519 27.2%

障害関係　小計

合計

母子生活支援施設

認可外保育施設
こども施設課

放課後児童健全育成事業所

児童関係　小計

障害福祉サービス事業者

障害福祉課

相談支援事業者

地域活動支援センター

福祉ホーム

障害児通所支援事業者

こども施設課保育所（私立）

認定こども園（給付型幼稚園を含む）

1 7.1%
介護医療院

軽費老人ホーム

有料老人ホーム

サービス付き高齢者向け住宅

地域密着型サービス事業者

居宅サービス事業者

居宅介護支援・介護予防支援事業者

介護・高齢関係　小計

保育所（公立）

　事業種別ごとの実地指導等（一般監査、一般検査、運営指導、立入検査、立入調査、実地指導、実地
検査）における対象数と実施数、実施率は次のとおりです。

事業種別

業務管理体制
障害福祉課

小計

養護老人ホーム

介護保険課

特別養護老人ホーム

介護老人保健施設
14

4



5 
 

６ 集団指導の実施状況(令和５年度) 

 

 施設・事業所に対する集団指導や講習会・説明会等について、本市ホームページ等に掲載した

説明資料を該当施設に周知する方法により行いました。 

 

区  分 開催月 対    象 主 催 

介護保険施設・介

護保険サービス

事業者等 

２月 

訪問入浴介護、訪問リハビリテーション、通所リハ

ビリテーション、短期入所生活介護、短期入所療養

介護、夜間対応型訪問介護、認知症対応型通所介護、

介護老人保健施設、介護予防支援 

前橋市 

２月 
有料老人ホーム、有料老人ホームに該当するサービ

ス付き高齢者向け住宅 
前橋市 

障害者支援施設・

自立支援給付対

象サービス事業

者等・障害児通所

支援事業者等 

７月 

障害福祉サービス事業所(療養介護、生活介護、短

期入所、自立訓練)、障害者支援施設(経過的障害者

支援施設を含む) 

県・２市 

８月 
障害福祉サービス事業所（居宅介護、重度訪問介護、

同行援護、行動援護） 
県・２市 

１０月 

障害福祉サービス事業所（就労移行支援、就労継続

支援A型、就労継続支援B型、就労定着支援、共同生

活援助） 

県・２市 

１１月 障害児通所支援事業所 県・２市 

２月 相談支援事業所 県・２市 

 

 

７ 監査結果 

 

  令和５年度に実施した介護保険施設及び障害者支援施設等に対する監査の結果、行政処分と

なった案件はありませんでした。 

 



8　種別文書指摘件数一覧表

(1) 社会福祉法人

指摘件数

１

4

２

３

４

1

５

1

1

６

７

８ 評議員、理事、監事及び会計監査人の報酬

1

21

１

２

３

４

0

１

２

３

2

４

2

10

31

その他 ・随意契約の事務処理手順の不備

小計

合計

・評議員が継続して評議員会を欠席
2

評議員会の招集・運営 ・定時評議委員会の開催時期の不備
5

・経理規程の内容の不備
6

2

・利益相反取引の未承認及び未報告

審議状況 ・招集通知の省略手続きの不備

4

附属明細書 ・寄附金収益明細書の未作成

その他

小計

 
Ⅲ
　
管
理

人事管理

資産管理

 
Ⅱ
　
事
業

会計管理

・経理規程に定める事務処理手順の不備

規程・体制

公益事業

収益事業

小計

事業一般

社会福祉事業

報酬等支給基準 ・報酬等支給基準の内容の不足

理事会

・理事長の職務の執行状況の報告の不足

・施設管理者の未選任

理事長 ・新理事による理事会での未選任

適格性 ・候補者の欠格事由等の要件を未確認

会計監査人

・候補者の欠格事由等の要件を未確認

・招集通知の不備

理事

改善指導事項

 
Ⅰ
　
法
人
運
営

定款

定款 ・必要的記載事項（監事の員数）の不備

内部管理体制

評議員・評議員会

評議員の選任

監事

選任及び解任 ・候補者の欠格事由等の要件を未確認

職務・義務 ・監事が連続して理事会を欠席

6



(2) 業務管理体制

介護サービ
ス事業者

指定障害福
祉サービス
事業者等

指定相談支
援事業者

指定障害児
通所支援事
業者

指定障害児
相談支援事
業者

1

2

合計 11

0

体制の不備 ・法令等に沿った事業の
運営を行う仕組みが不
十分

2 1 0 0 0

改善指導事項

届出の不備 ・法人代表者、法令遵守
責任者等の変更時の未
届

7 1 0 0
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　　(3) 介護保険施設及び介護保険サービス事業所

介護
老人
福祉
施設

介護
老人
保健
施設

介護
医療
院

訪問
介護

訪問
入浴
介護

訪問
看護

訪問リ
ハビリ
テー
ション

通所
介護

通所リ
ハビリ
テー
ション

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 9 0 0 0 6 0

1 8 5

2 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0 0

24 3 0 73 1 23 0 102 2

1 6 17 4 16

2 1

3 1

4 8 8

5 1 11 4 24

6 1 1 1

7 1

8 7 2 9

9 6 1 9 4 8 1

10 6 6 1 2 10

11 4

12 1

13

14 1 8 4 10 1

15

16 1

17 4 1 6

18 1 1

19 1

20 2

21 1 1 2

22 1

2 2

12 6 0 16 0 11 0 39 4

1 2 4

2 10 4 4 9 17 2

3 2 2 11 16 2

4 1 2

36 9 0 100 1 34 0 149 6

改善指導事項

第１  基本方針等

管理者等

第２　人員に関する基準

従業者の員数

第３　設備に関する基準

心身の状況等の把握

居宅サービス計画に沿ったサービスの提供

第４　運営に関する基準

内容及び手続の説明及び同意

個別サービスの取扱方針

主治の医師との関係

サービスの提供の記録

利用料等の受領

勤務体制の確保等

非常災害対策

個別サービス計画の作成

運営規程

秘密保持等

広告

衛生管理等

協力医療機関等

事故発生時の対応

虐待の防止

苦情処理

地域との連携等

介護職員による特定行為

会計の区分

記録の整備

第５　変更の届出等

基本報酬

介護職員処遇改善加算等

第６　介護給付費の算定及び取扱い

各種加算（3を除く）

各種減算

小計

8



短期
入所
生活
介護

短期
入所
療養
介護

特定
施設
入居
者生
活介
護

福祉
用具
貸与

特定
福祉
用具
販売

定期
巡回・
随時
対応
型介
護看
護

夜間
対応
型訪
問介
護

地域
密着
型通
所介
護

認知
症対
応型
通所
介護

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 6 2

1 5 2

2 1

0 0 0 0 0 0 0 0 0

22 2 9 15 11 0 1 55 12

1 5 1 1 2 7 2

2

3 1 1

4 1 1

5 1 1 1 9 2

6 1

7

8 4 2 4

9 7 1 1 1 1 3 2

10 5 8 2

11 1 3

12

13 1

14 4 1 2 3 4 6

15 1

16 1

17 1 10 4

18 1 1 1

19

20

21 1 1 2

22

6 4 7 0 0 0 1 13 2

1    

2 4 2 5 5

3 2 2 2 8 2

4   1  

28 6 16 15 11 0 2 74 16

改善指導事項

第１  基本方針等

管理者等

第２　人員に関する基準

従業者の員数

第３　設備に関する基準

心身の状況等の把握

居宅サービス計画に沿ったサービスの提供

第４　運営に関する基準

内容及び手続の説明及び同意

個別サービスの取扱方針

主治の医師との関係

サービスの提供の記録

利用料等の受領

勤務体制の確保等

非常災害対策

個別サービス計画の作成

運営規程

秘密保持等

広告

衛生管理等

協力医療機関等

事故発生時の対応

虐待の防止

苦情処理

地域との連携等

介護職員による特定行為

会計の区分

記録の整備

第５　変更の届出等

基本報酬

介護職員処遇改善加算等

第６　介護給付費の算定及び取扱い

各種加算（3を除く）

各種減算

小計

9



小規
模多
機能
型居
宅介
護

認知
症対
応型
共同
生活
介護

地域
密着
型老
人福
祉施
設

看護
小規
模多
機能
型居
宅介
護

居宅
介護
支援

介護
予防
訪問
入浴
介護

介護
予防
訪問
看護

介護
予防

訪問リ
ハビリ
テー
ション

介護
予防

通所リ
ハビリ
テー
ション

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 1 0 0 2 0 0 0 0

1 1  2

2  

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 1 6 0 42 1 21 0 2

1 12 3

2

3

4

5 4

6 1 13 1

7

8 1

9 2 3 4 1

10 2 2 1 2

11

12

13

14 10 4 1

15

16 2

17 1 1

18

19

20

21 1 1

22

0 3 3 0 4 0 4 0 4

1

2 1 1 4 4 2

3 2 2

4 2

0 5 9 0 48 1 25 0 6

改善指導事項

第１  基本方針等

管理者等

第２　人員に関する基準

従業者の員数

第３　設備に関する基準

心身の状況等の把握

居宅サービス計画に沿ったサービスの提供

第４　運営に関する基準

内容及び手続の説明及び同意

個別サービスの取扱方針

主治の医師との関係

サービスの提供の記録

利用料等の受領

勤務体制の確保等

非常災害対策

個別サービス計画の作成

運営規程

秘密保持等

広告

衛生管理等

協力医療機関等

事故発生時の対応

虐待の防止

苦情処理

地域との連携等

介護職員による特定行為

会計の区分

記録の整備

第５　変更の届出等

基本報酬

介護職員処遇改善加算等

第６　介護給付費の算定及び取扱い

各種加算（3を除く）

各種減算

小計

10



介護
予防
短期
入所
生活
介護

介護
予防
短期
入所
療養
介護

介護
予防
特定
施設
入居
者生
活介
護

介護
予防
福祉
用具
貸与

特定
介護
予防
福祉
用具
販売

介護
予防
認知
症対
応型
通所
介護

介護
予防
小規
模多
機能
型居
宅介
護

介護
予防
認知
症対
応型
共同
生活
介護

介護
予防
支援

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 2 0 1 0

1 2 1

2

0 0 0 0 0 0 0 0 0

22 2 9 11 6 10 0 1 5

1 5 1 1 1 2

2

3

4 1

5 1 1 1

6 1 3

7

8 2

9 7 1 1 1 1 2

10 5 2

11 1

12

13 1

14 4 1 2 3 3

15 1

16

17 4

18 1 1 1

19

20

21 1 2

22

2 3 4 0 0 0 0 3 0

1

2 1 2 1

3 2 2 2 2

4

24 5 13 11 6 12 0 5 5

改善指導事項

第１  基本方針等

管理者等

第２　人員に関する基準

従業者の員数

第３　設備に関する基準

心身の状況等の把握

居宅サービス計画に沿ったサービスの提供

第４　運営に関する基準

内容及び手続の説明及び同意

個別サービスの取扱方針

主治の医師との関係

サービスの提供の記録

利用料等の受領

勤務体制の確保等

非常災害対策

個別サービス計画の作成

運営規程

秘密保持等

広告

衛生管理等

協力医療機関等

事故発生時の対応

虐待の防止

苦情処理

地域との連携等

介護職員による特定行為

会計の区分

記録の整備

第５　変更の届出等

基本報酬

介護職員処遇改善加算等

第６　介護給付費の算定及び取扱い

各種加算（3を除く）

合計 678

各種減算

小計
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(4)  高齢者施設(養護・軽費老人ホーム)

養護老人ホーム 軽費老人ホーム

0 0

0 0

0 10

1 運営規程 1

2 入所申込者等に対する説明等 2

3 利用料の受領 1

4 サービス提供の方針（身体的拘束等の適正化） 2

5 衛生管理等 2

6 事故発生の防止及び発生時の対応 2

0 0

0 0

0 10

合計 10

小計

Ⅱ　設備に関する基準

Ⅲ　運営に関する基準

Ⅳ　変更の届出等

Ⅴ　その他

改善指摘事項

Ⅰ　人員に関する基準

12



(5) 高齢者施設（有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅）

有料老人ホーム
サービス付き

高齢者向け住宅

0 0

0 0

2 0

1 居室等の目的外使用 2

4 0

1 配置基準職員の不足

管理者 1

直接処遇職員 3

34 1

1 管理規程の不備 12

2 帳簿の整備（サービス提供等の記録）の不備 7

3 非常災害対策の不備 8 1

4 緊急時の対応の不備 1

5 金銭管理の不備 1

6 介護サービスとの勤務の区分が不明確 1

7 高齢者虐待防止措置が不十分 1

8 身体的拘束等の適用の不備 1

9 身体的拘束等の適正化のための措置が不十分 2

0 0

35 1

1 入居契約書の不備 3 1

2 個人根保証契約における極度額の未設定 10

3 重要事項の説明の不備 19

4 実態と相違する広告 1

5 事故発生の防止措置が不十分 2

0 0

1 0

1 変更届の未届 1

0 0

76 2小計

合計 78

　8　情報開示

　9　変更の届出

　10　その他

改善指摘事項

　1　基本的事項

　2　設置者・立地条件

　3　規模及び構造設備、既存建築物の活用の場合の特例

　4　職員の配置、研修及び衛生管理

(1)

(2)

　5　有料老人ホームの運営、サービス等

　6　事業収支計画

　7　利用料等、契約内容等

13



(６) 児童福祉施設（保育所、認定こども園、母子生活支援施設、放課後児童健全育成事業）

保育所
（公立を
含む）

認定こ
ども園

母子生
活支援
施設

放課後
児童健
全育成
事業

6 11 0 0

(1) 処遇計画の策定状況

(2) 機能訓練の実施状況

(3) 給食における必要な栄養所要量の確保状況

(4) 嗜好調査、残食調査、検食等の実施及びその反映状況

(5) 調理内容の状況

(6) 食事時間の状況

(7) 保存食の保管状況及び原材料の保存状況

(8) 食器類の衛生管理の状況

(9) 給食関係者の検便の実施状況

(10) 適切な入浴又は清拭の確保の状況

(11) 入所者の状態に応じた排泄及びおむつ交換の実施状況

(12) 衛生的な被服及び寝具の確保の状況

(13) 定期の健康診断、衛生管理及び感染症等への対応状況

(14) 必要な医師、嘱託医の設置状況及び必要な医学的管理の状況

(15) レクリエーションの実施状況

(16) 入所者や家族からの相談に対する援助体制の確保の状況

(17) 苦情受付窓口の設置など苦情解決処理への対応状況 1

(18) 実施機関との連携状況

(19) 子どもの権利の尊重、意見等をくみ取る仕組みの状況

(20) 懲戒権限の濫用及び被措置児童等虐待防止の取組状況

(21) 専門的知識や援助技術の習得など職員の資質向上への取組状況

(22) 施設長の見識、適切な指導・監督の実施状況

(23) 子どもの事件や事故防止、健康管理に関する必要な措置の状況

(24) 個々の子どもの特性等に応じた生活指導等適切な指導・援助の実施状況

(25) 子どもの指導・援助の際の必要に応じた児童相談所等関係機関との連携状況

(26) 子どもに係る給付金として支払を受けた金銭の管理状況

(27) 開所・閉所時間、保育時間、開設日数の状況

(28) 入所児童の年齢制限の状況

(29) 保育所保育指針を踏まえた各保育所の実情に応じた適切な保育の実施状況

(30) 保育課程を編成し、それに基づく指導計画の作成状況 1

(31) 保育所児童保育要録の作成状況

(32) 児童の就学に際し、保育所児童保育要録の小学校への送付状況

(33) 保護者との連絡調整、家庭との連携の状況

(34) 職員及び保育所の課題を踏まえた研修の計画的な実施状況

(35) 定員を超えた私的契約児の入所の状況

(36) 健康診断の実施、結果の記録及び保管の状況

(37) 乳幼児突然死症候群の防止への対策状況

(38) 給食材料の適切な用意・保管の状況

(39) 給食日誌の記録及び脱脂粉乳の受払記録の実施状況

(40) ３歳未満児に対する献立、調理（離乳食等）等の配慮の状況

(41) 食中毒対策の実施状況

(42) 調理の業務委託に係る契約内容等の遵守状況

(43)

(44) その他 5 10

1 0 0 0

(1) 入所者の安全・快適な生活空間の確保の状況

(2) 障害に応じた配慮の確保の状況

(3) 居室等の設備及び運営基準への適合状況 1

(4) 居室等の清掃、衛生管理、保温、換気、採光及び照明の状況

(5) その他

改善指導事項

社
会
福
祉
施
設

共
通
事
項

社
会
福
祉
施
設
共
通
事
項

児
童
入
所
施
設

保
育
所

子どもの不適切な養育等の発見への努力、必要に応じた関係機関との連携状況

共
通
事
項

児
童
福
祉
施
設
事
項

１　適切な入所者処遇の確保の状況

２　入所者の生活環境等の確保の状況
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保育所
（公立を
含む）

認定こ
ども園

母子生
活支援
施設

放課後
児童健
全育成
事業

0 0 0 0

(1) 施設種別ごとの特性に応じた自立、自活等への援助の実施状況

(2) その他

0 0 0 0

(1) 入所定員及び居室定員の遵守の状況

(2) 管理規程、経理規程等の整備及び運用の状況

(3) 帳簿等の整備状況

(4) 直接処遇職員等配置基準に基づく必要な職員の確保の状況

(5) 施設職員の専従の状況

(6) 施設長の資格要件等の充足状況

(7) 育児休業、産休等代替職員の確保の状況

(8) 建物、設備の維持管理状況

(9) 運営費の適正運用及び弾力運用の状況

(10) 運用収入の本部会計への繰入の状況

(11) 当期末支払資金残高の充当の状況

(12)

(13)

(14) 施設の地域開放及び地域との連携の状況

(15) 予算及び補正予算の編成の時期及び積算の状況

(16) 措置費等の請求の状況

(17) 事業費と事務費の流用の状況

(18) 利用者負担金（職員給食費、延長保育利用料等）の設定状況

(19) 他会計間の貸借処理の状況

(20) 現金、預金等の保管状況

(21) 内部牽制体制の確立及び機能の状況

(22) その他  

1 1 0 0

(1) 給与規程等の各種規程の整備状況

(2) 労働時間の短縮等労働条件の改善への取組状況

(3) 労働基準法等関係法規の遵守の状況

(4) 職員への健康診断等健康管理の実施状況

(5) 業務体制の確立と業務省力化推進の取組状況

(6) 職員研修等資質向上策の対応状況

(7) 職員の確保及び定着化への取組状況

(8) 通勤・住宅手当等の各種手当の規定及び支出の状況 1

(9) 労使協定の締結及び労働基準監督署への届出状況 1

(10) 職員の計画的な採用の実施状況

(11) 労働条件の改善等への配慮、定着促進等への取組状況

(12) その他

1 0 1 0

(1) 消防計画の策定の状況

(2)

(3) 非常時の連絡・避難体制及び地域の協力体制の確保状況

(4) 消火訓練及び避難訓練の実施状況 1

(5) 防犯についての配慮状況 1

(6) その他

9 12 1 0

合計 22

当期末支払資金残高及び引当金の管理運用及び取崩し等に係る手続の状況

高額当期末支払資金残高等を有している場合の入所者処遇等の改善への取組状況

改善指導事項

５　必要な職員の確保と職員処遇の状況

児
童
福
祉

施
設
事
項

４　施設の運営管理体制の状況

社
会
福
祉
施
設
共
通
事
項

社

会

福

祉

施

設

共

通

事

項

３　自立・自活等への支援・援助の実施状況

小計

消防法令に基づくスプリンクラー、屋内消火栓等の整備状況及び定期点検の実施状況

社
会
福
祉
施

設
共
通
事
項

児
童
福
祉
施
設
事
項

児
童
福
祉

施
設
事
項

社
会
福
祉
施
設
共
通
事

項

６　防災対策への取組状況
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(７) 児童福祉施設（認可外保育施設）

認可外保育施設

1 保育に従事する者の数及び資格 0

(1) 保育に従事する者の数が不足

(1-1) 保育に従事する者の複数配置

(1-2) その他

(2) 保育に従事する者の有資格者の数

(3) 保育士の名称

2 保育室等の構造設備及び面積 0

(1) 保育室の面積

(2) 調理室の有無

(3) おおむね１歳未満児とその他の児童の保育場所との区画・安全性の確保

(4) 保育室の採光及び換気の確保、安全性の確保

(5) 便所の手洗設備・数

3 非常災害に対する措置 4

(1) 消火用具、非常口の設置 1

(2)  非常災害に対する具体的計画（消防計画）の策定・訓練の実施 3

4 保育室を２階以上に設けている場合の条件 0

(1) ２階

(1-1) 転落防止設備

(1-2) 耐火の構造、避難設備

(2) ３階

(1-1) 耐火の構造

(1-2) 避難設備

(1-3) 転落防止設備

(1-4) その他

(3) ４階以上

(1-1) 耐火の構造

(1-2) 避難設備

(1-3) 転落防止設備

(1-4) その他

5 保育内容 0

(1) 保育の内容

(2) 保育従事者の保育姿勢等

(3) 保護者との連絡等

6 給食 0

(1) 衛生管理の状況

(2) 食事内容等の状況

改善指導事項
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認可外保育施設

7 健康管理・安全対策 9

(1) 乳幼児の健康状態の観察

(2) 乳幼児の発育チェック

(3) 乳幼児の健康診断

(4) 職員の健康診断

(5) 医薬品の整備

(6) 感染症への対応

(7) 乳幼児突然死症候群の予防

(8) 安全確保 9

8 利用者への情報提供 0

(1) 施設及びサービスに関する内容の掲示

(2)  サービス利用者に対する契約内容の書面による交付

(3)  サービスの利用予定者から申込があった場合の契約内容等の説明

9 備える帳簿 1

(1) 職員に関する書類等の整備 1

(2) 在籍乳幼児に関する書類等の整備

14合計

改善指導事項
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(８) 指定障害福祉サービス事業所等

居宅
介護

重度
訪問
介護

同行
援護

行動
援護

生活
介護

短期
入所

施設
入所
支援

自立
訓練

就労
移行

就労
定着

就労
継続
支援
(A
型)

就労
継続
支援
(B
型)

共同
生活
援助

相談
支援
(一
般・
特
定）

障害
児

相談
支援

児童
発達
支援

放課
後等
デイ
サー
ビス

保育
所等
訪問
支援

地域
活動
支援
セン
ター

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

4 1 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0 0

1 3 1 1 1

2 1 1

3 1

4

5

6

7

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

36 21 22 9 8 0 0 4 2 1 1 15 7 2 0 8 7 1 7

1 1 1

2 2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18 2 2 1 1 1 1 1 1

19 1

20 1 1

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31 2

32

33

34

35

36

37

介護(訓練等)給付費等の支給(決定)の申請に係る
援助

指定事業者が支給決定障害者等に求めることので
きる金銭の支払の範囲等

　

改善指導事項

内容及び手続の説明及び同意

契約支給量の報告等

提供拒否の禁止

連絡調整(要請)に対する協力・あっせん調整

サービス提供困難時の対応

受給資格の確認

心身の状況等の把握

指定障害福祉サービス事業者等との連携等

身分を証する書類の携行

サービスの提供の記録

利用定員

開始及び終了(入退居)・居住地変更への対応

入退所(居)の記録の記載等

利用者負担額等の受領

利用者負担額に係る管理

給付費等の額に係る通知等

取扱方針

計画（台帳）の作成（書類の交付）

サービス提供(管理)責任者の責務

管理者の責務（管理者による管理等）

同居家族に対するサービス提供の禁止

（その他の）サービスの提供

検討等

相談及び援助

（機能）指導・訓練等

雇用契約の締結等

看護・介護・家事等

生産活動・就労

工賃の支払・賃金

実習の実施

求職活動の支援等

職場への定着のための支援等

就職状況の報告

利用者及び従業者以外の者の雇用

社会生活上の便宜の供与等

第１　基本方針

第２　人員に関する基準

第３　設備に関する基準

第４　運営に関する基準

従たる事業所設置の場合の特例

訪問による指定自立訓練

従業者の員数(生活支援員、看護職員等)

サービス提供(管理)責任者

管理者

利用者数の算定

職務の専従
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居宅
介護

重度
訪問
介護

同行
援護

行動
援護

生活
介護

短期
入所

施設
入所
支援

自立
訓練

就労
移行

就労
定着

就労
継続
支援
(A
型)

就労
継続
支援
(B
型)

共同
生活
援助

相談
支援
(一
般・
特
定）

障害
児

相談
支援

児童
発達
支援

放課
後等
デイ
サー
ビス

保育
所等
訪問
支援

地域
活動
支援
セン
ター

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47 2 2

48

49 8 4 6 1 2 1 3 3 1 2 4

50

51

52

53

54

55

56 2 2 1 1 1 1

57 9 5 5 2 3 2 1 1 4 2 2 1

58 3 1 2 1

59

60

61 1 1 1 1

62 1

63 7 4 5 2 3 2 1 7

64 1 1

65

66

67

68

69

70

71

72 1

1

1

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 2 1 2 3 0 0

1 0 0 0 3 0 0 0 1 0 0 5 4 0 0 1 3 0 0

1

2 1 3 1 1

3 1 2 1  2 4 2

41 22 23 9 13 0 0 5 3 1 1 21 11 4 1 11 14 1 7小　　　　　　　計

改善指導事項

地域生活移行のための支援

食事

実施主体

事業所の体制・支援体制の確保

障害福祉サービスの提供に係る基準

健康管理

緊急時等の対応

入院期間中の取扱い

支給決定障害者等に関する市町村への通知

運営規程

介護等の総合的な提供

勤務体制の確保等

定員の遵守

非常災害対策

設備、備品等

業務継続計画の策定等

地域との連携等（関係機関との連絡調整）

協力医療機関等

掲示

秘密保持等

情報の提供等（広告）

身体拘束等の禁止

利益供与(収受)等の禁止

苦情解決

事故発生時の対応

会計の区分

虐待の防止（虐待等の禁止）

記録の整備

経過措置・特例

障害児に係る給付金の金銭管理

電磁的記録等

衛生管理等

合　　　　　　　計 188

その他(就労支援事業会計)

障害福祉サービスの体験的利用支援

体験的な宿泊支援

○○サービス費・○○給付費

各種加算・減算

その他（職員処遇）

その他(防災対策)

その他(食事の提供)

その他(預り金)

基本事項

第５　多機能型(一体型)に関する特例

第６　変更の届出等

第７　介護(訓練等)給付費の算定及び取扱い
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